
10

8

2

1

増減

その他

⑥－①

17,327

管　理　課

交通安全施設管理費

単独

所管課

0

441

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

17,768

 

 

補助単独の別

17,768

 

 

道路橋りょう総務費

当初要求　②

前年度

①

17,327

事業名

一　般　会　計

土　木　費

道路橋りょう費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長･市長査定 最終調整

現状と
背景

市が設置した街路灯、防犯灯の修繕など維持管理を行う。

交通安全施設を適正に管理し、安心安全な生活環境の確保を図る。

電気料は、年間約1,200万円余を支出しており増加する一方である。

事業
目的

17,768

事業
概要

 17,768

 

17,768

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

17,768

0

441



10

8

2

1

増減

その他

⑥－①

2

16,999

管　理　課

道路一般管理費

単独

所管課

0

▲ 16,470

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 2

529

 

 

補助単独の別

531

 

 

道路橋りょう総務費

当初要求　②

前年度

①

17,001

事業名

一　般　会　計

土　木　費

道路橋りょう費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長･市長査定 最終調整

現状と
背景

道路管理の瑕疵により生じた事故の賠償責任保険料及び図書購入費。

道路の管理に要する費用。事業
目的

531

事業
概要

2

 529

 

531

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

2

529

0

▲ 16,470



10

8

2

1

増減

その他
道路法第８条

⑥－①

1,500

管　理　課

道路台帳整備事業

単独

所管課

0

▲ 30

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

1,470

 

 

補助単独の別

1,500

 

 

道路橋りょう総務費

当初要求　②

前年度

①

1,500

事業名

一　般　会　計

土　木　費

道路橋りょう費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長･市長査定 最終調整

現状と
背景

市道の認定・廃止等年度内に変更のあった道路の区域、延長、面積及び認定年
月日などの事項について、台帳と図面を整備し、適正な道路管理を行う。

円滑な道路の維持管理を行うため、道路管理上必要な事項を図面と調書で管理
する。

道路法によって作成が義務づけられている。

事業
目的

1,470

事業
概要

 1,500

 

1,470

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

1,470

0

▲ 30



10

8

2

1

増減

その他
負担割合
米子市・鳥取市：３５％　　７市町：６０％
１村：５％

⑥－①

28

管　理　課

国道９号整備・山陰自動車道建設促進負担金

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

28

 

 

補助単独の別

28

 

 

道路橋りょう総務費

当初要求　②

前年度

①

28

事業名

一　般　会　計

土　木　費

道路橋りょう費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長･市長査定 最終調整

現状と
背景

一般国道９号の整備促進と山陰道の早期建設並びに道路特定財源の確保・配分
について、関係方面に要望活動等を行うために、国道９号整備・山陰自動車道建
設促進鳥取県期成会に加入する。

一般国道９号の整備促進及び山陰自動車道の早期建設を図り、産業の振興、住
民の福祉を増進することを目的とする。

昭和４６年鳥取県内の一般国道９号関係市町村で設立され、市町村合併を経て
現在１０市町村で構成されている。

事業
目的

28

事業
概要

 28

 

28

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

28

0

0



10

8

2

1

増減

その他
均等割：10,000円
事業費割：各市町村の道路事業費に応
じて

⑥－①

39

管　理　課

道路整備促進期成同盟会鳥取県協議会負担金

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

39

 

 

補助単独の別

39

 

 

道路橋りょう総務費

当初要求　②

前年度

①

39

事業名

一　般　会　計

土　木　費

道路橋りょう費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長･市長査定 最終調整

現状と
背景

道路整備の調査研究や必要性の啓発宣伝並びに関係機関に対する請願・陳情
など活動するために、道路整備促進期成同盟会鳥取県協議会に加入する。

鳥取県内の道路整備を強力に促進するための道路財源の確保、道路予算の拡
大等について積極的な活動を図る。

昭和５６年設立。県内全市町村１９団体が加入。

事業
目的

39

事業
概要

 39

 

39

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

39

0

0



10

8

2

1

増減

その他
会費
定額：30,000円

⑥－①

30

管　理　課

中国地区用地対策連絡会負担金

単独

所管課

0

0

0

0

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

30

 

 

補助単独の別

30

 

 

道路橋りょう総務費

当初要求　②

前年度

①

30

事業名

一　般　会　計

土　木　費

道路橋りょう費

会計

款

項

目

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長･市長査定 最終調整

現状と
背景

公共事業の用地取得に関し、調査研究を実施し用地事務に係る情報交換、職員
研修を行うために、中国地区用地対策連絡会に加入する。

公共事業の円滑な用地取得を図り、公共事業を推進することを目的とする。

昭和４１年発足。県内では、鳥取県・４市・１１町・１団体計１７機関が加入。

事業
目的

30

事業
概要

 30

 

30

⑤(増減額)

今年度
見直し
事 項

30

0

0
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